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貸 借 対 照 表（2025年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

現金預け金 952,482 預金 7,605,034

現金 42,408 当座預金 333,177

預け金 910,074 普通預金 4,484,080

コールローン 80,563 貯蓄預金 30,470

有価証券 817,721 通知預金 3,670

国債 378,772 定期預金 2,677,839

地方債 96,539 その他の預金 75,796

社債 196,487 譲渡性預金 279,980

株式 34,382 コールマネー 1,021

その他の証券 111,540 債券貸借取引受入担保金 182,972

貸出金 7,192,759 借用金 630,100

割引手形 12,300 借入金 630,100

手形貸付 82,277 外国為替 322

証書貸付 6,851,343 売渡外国為替 23

当座貸越 246,837 未払外国為替 298

外国為替 7,532 その他負債 71,648

外国他店預け 6,462 未決済為替借 1

買入外国為替 396 未払法人税等 4,557

取立外国為替 673 未払費用 13,821

その他資産 40,549 前受収益 2,316

前払費用 554 金融派生商品 17,261

未収収益 6,245 金融商品等受入担保金 2,110

先物取引差入証拠金 915 リース債務 199

金融派生商品 11,036 資産除去債務 638

金融商品等差入担保金 2,269 その他の負債 30,743

その他の資産 19,527 賞与引当金 3,301

有形固定資産 37,801 退職給付引当金 5,462

建物 14,775 その他の引当金 2,610

土地 20,340 再評価に係る繰延税金負債 181

リース資産 172 支払承諾 16,895

建設仮勘定 137 負債の部合計 8,799,530

その他の有形固定資産 2,375 （純資産の部）

無形固定資産 4,350 資本金 38,971

ソフトウェア 81 資本剰余金 170,998

のれん 3,622 資本準備金 38,971

その他の無形固定資産 646 その他資本剰余金 132,026

前払年金費用 21,380 利益剰余金 161,418

繰延税金資産 15,242 その他利益剰余金 161,418

支払承諾見返 16,895 繰越利益剰余金 161,418

貸倒引当金 △28,142 株主資本合計 371,388

その他有価証券評価差額金 △5,584

繰延ヘッジ損益 △6,592

土地再評価差額金 395

評価・換算差額等合計 △11,780

純資産の部合計 359,607

資産の部合計 9,159,137 負債及び純資産の部合計 9,159,137



損 益 計 算 書 〔 2024年４月１日から
2025年３月31日まで 〕

（単位：百万円）

科 目 金 額

経常収益 122,206
資金運用収益 85,487
貸出金利息 76,668
有価証券利息配当金 5,017
コールローン利息 264
預け金利息 2,558
金利スワップ受入利息 856
その他の受入利息 122

信託報酬 10
役務取引等収益 30,430
受入為替手数料 3,916
その他の役務収益 26,514

その他業務収益 1,431
外国為替売買益 195
国債等債券売却益 314
金融派生商品収益 920

その他経常収益 4,845
貸倒引当金戻入益 61
償却債権取立益 2,101
株式等売却益 973
その他の経常収益 1,708

経常費用 104,197
資金調達費用 9,608
預金利息 6,594
譲渡性預金利息 549
コールマネー利息 155
債券貸借取引支払利息 2,452
借用金利息 △159
その他の支払利息 16

役務取引等費用 15,689
支払為替手数料 514
その他の役務費用 15,174

その他業務費用 5,813
国債等債券売却損 5,058
国債等債券償還損 698
国債等債券償却 56

営業経費 65,514
その他経常費用 7,571
貸出金償却 2,751
株式等売却損 169
その他の経常費用 4,650

経常利益 18,008
特別利益 8,477

固定資産処分益 8,477
特別損失 2,775

固定資産処分損 1,550
減損損失 1,225

税引前当期純利益 23,710
法人税、住民税及び事業税 4,010
法人税等調整額 15
法人税等合計 4,026
当期純利益 19,683



個別注記表

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針

1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式につい

ては移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし、

市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ６年～50年

その他 ５年～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。

また、株式会社びわこ銀行との合併により生じたのれんについては、20年間の定額法により償却を行っており

ます。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リ

ース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保

証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

5. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及び

それと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、下記直接減額後の帳簿

価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、

現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」

という。）及び今後の管理に注意を要する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収

及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシ

ュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシ

ュ・フロー見積法）により計上しております。

上記以外の破綻懸念先に対する債権、及び貸出条件や履行状況に問題のある債務者、業況が低調ないし不安定

な債務者又は財務内容に問題のある債務者など今後の管理に注意を要する債務者（以下「要注意先」という。）

で、当該債務者に対する債権の全部または一部が要管理債権である債務者（以下「要管理先」という。）に対す



る債権については今後３年間、要管理先以外の要注意先及び業績が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題

がないと認められる債務者（以下「正常先」という。）に対する債権については今後１年間の予想損失額を見込

んで計上しております。これらの予想損失額の算定基礎となる予想損失率は１年間又は３年間の貸倒実績を基礎

とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求めたのち、これに将来予測等必要な修正

として、当該損失率に比して景気循環等を加味したより長期の過去一定期間における平均値に基づく損失率が高

い場合にはその差分を加味して算定しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証によ

る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は

16,329百万円であります。

(2) 賞与引当金

賞与引当金は、従業員への業績インセンティブ給与の支払いに備えるため、従業員に対する業績インセンティ

ブ給与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の損益処理

方法は次のとおりであります。

数理計算上の差異 各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から損益処理

(4) その他の引当金

その他の引当金は、将来発生が見込まれる費用又は損失について合理的に見積もることができる金額を計上し

ております。

主な内訳は次のとおりであります。

預金払戻損失引当金 962百万円

負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、計上しております。

信用保証協会負担金引当金 911百万円

信用保証協会の責任共有制度導入等に伴い、将来、負担金として発生する可能性のある費用を見積もり、計上

しております。

6．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

7．収益の計上方法

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を適用しており、約束した財又はサービ

スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しており

ます。

同基準が適用される顧客との契約から生じる収益は、「信託報酬」や「役務取引等収益」に含まれております。

「信託報酬」は顧客から受託した信託財産を管理・運用することによる収益で、主にこれらのサービスが提供さ

れる期間にわたって収益を認識しております。

「役務取引等収益」は、預金・貸出業務や為替業務などによるサービス提供からの収益が主要なものでありま

す。

預金・貸出業務に係る役務収益は、口座振替業務、インターネットバンキングサービスからの収益やシンジケー

トローン、コミットメントラインからの収益が含まれております。口座振替業務、インターネットバンキングサー



ビスからの収益は、主としてこれらのサービスが提供された時点で、シンジケートローン、コミットメントライン

からの収益はこれらのサービスが提供された時点又はこれらのサービスが提供される期間にわたって収益を認識し

ております。

為替業務に係る役務収益は、主として国内外にわたる送金手数料による収益で、主としてこれらのサービスが提

供された時点で収益を認識しております。

8．ヘッジ会計の方法

(1) 金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用

に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日。以下

「業種別委員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジのほか、一部については個別ヘッジによる繰

延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ

対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特

定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金

利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。個別ヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ

手段に関する重要な条件がほぼ同一であるため、これをもって有効性の判定に代えております。なお、一部の資

産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。

(2) 為替変動リスク・ヘッジ

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号 2020年10

月８日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等

の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対

象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ

りヘッジの有効性を評価しております。

9．グループ通算制度の適用

当社は株式会社りそなホールディングスを通算親会社として、グループ通算制度を適用しております。



（重要な会計上の見積り）

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に

重要な影響を及ぼす可能性があるものは、「貸倒引当金」であります。

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額 28,142百万円

(2) 重要な会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報

① 算出方法

貸倒引当金算定に当たっては、貸出金を含む債権等について、原則として債務者の信用格付を実施し債務者区

分の判定を行った上で、債権等の資金使途等の内容を個別に検討し、担保や保証等の状況を勘案の上、債権の回

収の危険性又は価値の毀損の危険性の度合いに応じて、査定分類を行っております。

当該引当金算出方法の詳細は、「重要な会計方針 5．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金」に記載しておりま

す。

② 主要な仮定

貸倒引当金に係る主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」、「予想損失額の

算定における将来見込み」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者

の収益獲得能力を個別に判定し、設定しております。また、「予想損失額の算定における将来見込み」は、過去

平均値に基づく損失率に必要な修正を加えて設定しております。

なお、これらの仮定は、将来の経済状況等様々な状況の変化によって影響を受ける可能性があります。

③ 翌事業年度の財務諸表に及ぼす影響

個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度の財務諸表におけ

る貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。



注記事項

（貸借対照表関係）

1. 関係会社の株式（及び出資金）総額（親会社株式を除く） 24,734百万円

2. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、

貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているもので

あって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国

為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されてい

る有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）でありま

す。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 9,060百万円

危険債権額 85,316百万円

三月以上延滞債権額 321百万円

貸出条件緩和債権額 23,149百万円

合計額 117,848百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由によ

り経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債

権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しな

いものであります。

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債

権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債

権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

3. 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商

業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その

額面金額は12,696百万円であります。

4. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券 600,472百万円

貸出金 537,859百万円

担保資産に対応する債務

預金 20,869百万円

債券貸借取引受入担保金 182,972百万円

借用金 630,100百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、現金預け金4,600百

万円、有価証券1,520百万円、その他の資産1,725百万円を差し入れております。

また、その他の資産には、敷金保証金1,616百万円が含まれております。

5. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契

約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。こ

れらの契約に係る融資未実行残高は、668,532百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意

の時期に無条件で取消可能なもの）が584,977百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも



当社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、

債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保

を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の

見直し、与信保全上の措置等を講じております。

6. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額

については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控

除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 1999年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定める不動産鑑定士又は

不動産鑑定士補による鑑定評価に基づいて算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再

評価後の帳簿価額の合計額との差額 255百万円

7. 有形固定資産の減価償却累計額 35,658百万円

8. 有形固定資産の圧縮記帳額 9,342百万円

9. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当社の保証

債務の額は51,397百万円であります。

10. 関係会社に対する金銭債権総額 44,339 百万円

貸出金 44,339 百万円

11. 関係会社に対する金銭債務総額 59,099 百万円

預金 16,499 百万円

譲渡性預金 42,600 百万円

12. 銀行法施工規則第 19 条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準）は 11.26％であり

ます。



（損益計算書関係）

1. 関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 301百万円

役務取引等に係る収益総額 30百万円

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 69百万円

関係会社との取引による費用

資金調達取引に係る費用総額 36百万円

役務取引等に係る費用総額 1,859百万円

その他の取引に係る費用総額 1,236百万円

2. 関連当事者情報

(1)当社と関連当事者の取引

①当社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

記載すべき重要なものはありません。

②親会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社の役員及び
その近親者が議決
権の過半数を所有
している会社

株式会社
田エンタ
ープライ
ズ
(注2)

（被所有）
直接
0.00％

融資取引
資金の貸付
(注1,3)

― 貸出金 55

（注）1. 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般の取引先と同様であります。

2. 当社の親会社である株式会社りそなホールディングスの執行役太田成信氏の近親者が議決権の過半数を

所有している会社であります。

3. 貸出金の担保として不動産を受入れております。

③当社の子会社等

種類
会社等の
名称

議決権等の所
有(被所有)割

合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
関西みらい保証
株式会社

直接
100％

保証委託関係
預金取引関係
役員の兼任

住宅ローン等に
係る被保証（注1）

1,730,518 ― ―

保証料（注2） 740 未払費用 62

代位弁済 1,455 ― ―

子会社
関西総合信用
株式会社

直接
100％

保証委託関係
預金取引関係
役員の兼任

住宅ローン等に
係る被保証（注1）

1,092,697 ― ―

保証料（注2） 1,005 未払費用 80

代位弁済 1,823 ― ―

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

1. 住宅ローン等に係る被保証の取引金額は、当事業年度末の被保証残高を記載しております。

2. 住宅ローン等に係る被保証の保証条件は、信用リスク等を勘案し、毎期交渉の上決定しております。

④当社の親会社の子会社等

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社の
子会社

りそな保証
株式会社
(注1)

なし 預金取引関係
譲渡性預金の受入
(注2)

156,363
(注3)

譲渡性預金 155,300

（注）1. 当社の親会社である株式会社りそなホールディングスの子会社であります。

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般の取引先と同様であります。

3. 譲渡性預金の受入の取引金額は、当事業年度中の平均残高を記載しております。



⑤役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

記載すべき重要なものはありません。

(2) 当社の連結子会社と関連当事者との取引

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

3. その他の経常収益には、債権売却益821百万円を含んでおります。

4. その他の経常費用には、統合関係費用2,298百万円を含んでおります。

5. 当社は、営業用店舗については、主として営業店毎（複数店がエリア（地域）で一体となり営業を行っている場

合は当該エリア毎）に継続的な収支の把握を行っていることから営業店（又はエリア）をグルーピングの単位とし

ております。遊休資産及び店舗の統廃合により廃止が決定している資産については各資産を、グルーピングの最小

単位としております。本店、システム等については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産

としております。

このうち、店舗統合・移転等の決定、及び営業キャッシュ・フローの低下した以下の営業用店舗や遊休資産につ

いて、投資額の回収が見込まれないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額の合計1,225百万円を減

損損失として特別損失に計上しております。

地域 用途 種類 減損損失

大阪府下 営業用店舗等 土地建物等 553百万円

滋賀県下 営業用店舗等 土地建物等 562百万円

兵庫県下 営業用店舗 土地建物等 22百万円

上記以外 営業用店舗等 土地建物等 87百万円

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価基準等に基づいた評価額

から処分費用見込額を控除して算出しております。



（有価証券関係）

貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金及び「買入金銭債権」中の信託受益権が含ま

れております。

1. 売買目的有価証券（2025年３月31日現在）

該当事項はありません。

2. 満期保有目的の債券（2025年３月31日現在）

種類
貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

国債 2,953 3,074 121

社債 120 120 0

小計 3,073 3,195 121

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

国債 236,114 192,263 △43,851

地方債 3,640 3,399 △240

社債 48,527 42,371 △6,155

小計 288,281 238,034 △50,247

合計 291,355 241,229 △50,125

3. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2025年３月31日現在）

市場価格のあるものはありません。

（注）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額（百万円）

子会社・子法人等株式、出資金等 24,734

4. その他有価証券（2025年３月31日現在）

種類
貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 7,320 2,743 4,576

債券 34,616 34,499 116

地方債 837 836 1

社債 33,778 33,663 114

その他 63,400 60,990 2,409

小計 105,336 98,233 7,102

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 276 367 △90

債券 345,828 358,717 △12,889

国債 139,704 143,726 △4,022

地方債 92,061 93,232 △1,170

社債 114,061 121,758 △7,696

その他 44,289 46,732 △2,442

小計 390,394 405,816 △15,422

合計 495,730 504,050 △8,320

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式等 4,021

組合出資金 1,880

組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月

17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。



5. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 766 555 29

債券 66,959 115 3,680

国債 43,997 115 1,068

社債 22,962 － 2,611

その他 51,173 617 1,517

合計 118,900 1,288 5,227

6. 減損処理を行った有価証券

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が

取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、

当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」と

いう。）しております。

当事業年度における減損処理額は、56百万円であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、償却・引当基準の自己査定による有価証券発行会社の

債務者区分に従い、次のとおりとしております。

正常先：原則として時価が取得原価に比べて50％以上下落

要注意先：時価が取得原価に比べて30％以上下落

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先：時価が取得原価に比べて下落



（税効果会計関係）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

繰延税金資産

貸倒引当金及び貸出金償却 12,487 百万円

退職給付引当金 5,920

減損損失 4,544

有価証券償却 3,589

繰延ヘッジ損益 3,025

その他有価証券評価差額金 2,729

その他 6,209

繰延税金資産小計 38,507

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △13,811

評価性引当額小計 △13,811

繰延税金資産合計 24,696

繰延税金負債

前払年金費用 △6,717

退職給付信託設定益 △1,579

その他 △1,156

繰延税金負債合計 △9,453

繰延税金資産の純額 15,242 百万円

2．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律（2025年法律第13号）」が2025年３月31日に成立したことに伴い、2026年４月

１日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の30.57％から、2026年４月１日以後開始する事業年度

以降に解消が見込まれる一時差異については31.46％となります。この税率変更により、当事業年度の繰延税金資産

は303百万円増加し、その他有価証券評価差額金は77百万円減少し、繰延ヘッジ損益は85百万円減少し、法人税等調

整額は141百万円減少しております。再評価に係る繰延税金負債は5百万円増加し、土地再評価差額金は同額減少し

ております。

（１株当たり情報）

１株当たり純資産 3,936円16銭

１株当たり当期純利益 215円45銭
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